
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【農政課】

農地流動化促進対策 △ 58,353 １ 農地利用集積事業 △56,180

費 (89,680)

(1)農地利用集積円滑化支援事業 △43,680

農地利用集積円滑化団体が行う農地の利用調整活動等に対し

国 △ 57,077 て助成する。

¬ △ 1,276 71,500 → 27,820

農地の利用権設定面積が当初計画を下回ったことによる減額

(2)集積条件整備事業 △12,000

引き受けた農地を耕作するために必要な小規模基盤整備、農

業資材購入経費等に対して助成する。

12,000 → 0

事業実施地区が無かったことによる減額

しがの担い手育成総 △ 47,526 １ 経営体育成条件整備事業 △46,434

合事業費 (424,214) 認定農業者、集落営農組織等の経営発展を図るために必要な

機械・施設等の整備に要する経費を助成する。

国 △ 46,434 403,589 → 357,155

¬ △ 1,092 事業量の減少等による減額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【農業経営課】

産地競争力の強化対 △ 214,711 １ 産地競争力の強化対策事業費等補助金 △214,110

策費 (215,222) 消費者・実需者ニーズを踏まえた国産農産物の安定的供給体

制を図るため、生産・経営から流通までの産地競争力の強化に

国 △ 214,110 向けた取組に対し、補助金を交付する。

¬ △ 601 214,110 → 0

国庫補助金の割当減による補正

園芸特産振興対策費 △ 1,453 １ しがの水田野菜生産拡大推進事業費補助金 △427

(77,697) 野菜を本県の水田農業における戦略作物として位置付け、水

田において一定面積以上の野菜を販売用に生産拡大した場合に

国 － 定額助成する。

¬ △ 1,453 51,000 → 50,573

交付対象面積が当初目標面積を下回ったことによる減

獣害対策推進プロジ △ 152,033 １ 獣害に立ち向かう里づくり推進事業 △151,175

ェクト事業費 (254,299) 獣害に対する的確な対策を提案・実行できる人づくり、集落

づくりを進めるとともに、市町が作成する計画に基づく被害防

国 △ 151,033 止活動や侵入防止柵の整備を支援する。

繰 △ 792 176,340 → 25,165

¬ △ 208 鳥獣被害防止総合対策交付金の国割当減による補正



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【畜産課】

畜産管理費 2,338 １ 畜産課等運営費 2,038

(2,190) 畜産課等の円滑な運営を行う。

使 128 1,227 → 3,265

諸 930 口蹄疫防疫対策による増

○一 1,280

食肉流通機構整備推 △ 8,047 １ 食肉流通機構整備推進事業 △ 8,047

進費 (561,233) 衛生的・効率的な食肉の生産流通施設である滋賀食肉センタ

ーの円滑な運営が図られるよう業務運営主体等の取組を支援す

繰 △ 7,750 ることで、消費者に対し安全で安心な食肉を安定的に供給する

とともに、近江牛をはじめとする本県畜産の振興を図る。

○一 △ 297

561,233 → 553,186

緊急雇用対策事業の委託実績による減

保健衛生費 2,300 １ 家畜衛生対策事業 2,300

(8,099) 家畜衛生技術の速やかな伝達、普及を図ることにより家畜伝

染病の発生予防と家畜の損耗防止、生産性の向上に努めるとと

○一 2,300 もに、健全な畜産業の発展に資する。

8,099 → 10,399

高病原性鳥インフルエンザ対策による増

家畜保健衛生所整備 △ 15,643 １ 家畜保健衛生所整備事業 △15,643

費 (76,594) 国が定める「病性鑑定指針」の全面改定に対応し、家畜保健

衛生所の機能強化を図るため、家畜検査センターの改築等改修

国 △ 1,528 整備を行う。

起 △ 10,300 76,594 → 60,951

○一 △ 3,815 入札執行残による減



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【耕地課

・農村振興課】

土地改良公共事業 △ 569,775 １ 土地改良公共事業 △ 569,775

(5,689,184)

5,689,184 → 5,119,409

国 △ 227,900

入札差額、地権者・関係者との調整難航、国庫補助の割当内

分 △ 96,092 示の減等に伴う補正

諸 △ 50,971 (1) 補助事業費 △ 569,081

起 △ 105,100 5,667,469 → 5,098,643

¬ △ 89,712 ①県営かんがい排水事業費 △ 400,054

1,977,056 → 1,577,002

入札差額による事業費の減および地権者との調整難航等に

よる事業量の減

②県営経営体育成基盤整備事業費 △ 49,501

1,779,312 → 1,729,811

入札差額による事業費の減

③県営中山間地域総合整備事業費 △ 21,181

384,896 → 363,715

入札差額による事業費の減

④県営農地防災事業費 △ 55,040

951,232 → 896,192

入札差額による事業費の減および関係者との調整難航によ

る事業量の減

⑤県営地すべり防止対策事業費 △ 21,164

27,798 → 6,634

国割当減による事業量減



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

中山間地域等直接支 △ 17,049 １ 中山間地域等直接支払交付金 △ 15,363

払交付金 (186,183)

181,281 → 165,918

国 △ 11,906

一部地域で集落協定締結が次年度となったこと、ならびに、

¬ △ 5,143 市町の基本方針の見直し等による減

２ 中山間地域等直接支払推進交付金 △ 1,686

4,800 → 3,114

国割当減による補正

土地改良施設管理事 △ 15,693 １ 基幹水利施設管理事業費補助金 △ 7,473

業費 (445,794)

131,340 → 123,867

国 △ 10,621

対象施設の運転実績による電力料の減および国割当減による

¬ △ 5,072 補正

２ 国営造成施設管理体制整備促進事業費補助金 △ 4,873

227,562 → 222,689

国割当減による補正

農地集団化促進事業 △ 292,463 １ 換地清算金 △ 292,463

費 (366,822)

366,204 → 73,741

諸 △ 292,463

権利者会議、同意徴取の遅延による換地清算金の減



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

国営土地改良事業負 △ 14,126 １ 国営土地改良事業負担金 △ 14,126

担金 (2,035,857)

2,035,857 → 2,021,731

分 △ 14,126

地元負担対象額確定に伴う減


